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令和７年度第５回地方独立行政法人京都市立病院機構理事会 議事録（要旨） 

 

 

○ 日 時： 令和７年１１月２５日（火） 午前１０時３０分から１２時２０分まで 
 

○ 場 所： 市立病院北館７階ホール１ 
 

○ 出席者： 理事長  清水 恒広 

       理 事  岡野 創造、宮原 亮、半場 江利子、長谷川 一樹、 

能見 伸八郎、山本 みどり、小畑 英明、高畑 重勝 

監 事   長谷川 佐喜男、中島 俊則 

事務局  志摩経営企画局次長、下久保管理担当部長、川本経営企画課長 

                 

１ 開会 

 

２ 議題 

⑴ 京都市立病院機構倫理方針の改定について 

資料に基づき、事務局から報告。 

 ○ わかりやすくなったので、患者の方にとってもよいこと。市立病院機構の姿勢を示すものとして、 

他に理念もあるのか。 

→ 理念、憲章並びに患者さん及びこども患者さんの権利に基づき倫理方針が定められている。 

 

○ 現在の倫理方針は新しい倫理方針のガイドラインとして使用されるのか。 

  → 現在、使用している倫理方針は新機構倫理方針施行に伴い、廃止する。現行の倫理方針に記載して 

いる各論的な内容については、職員向けの行動指針とする。  

 

  ○ 医療情報の開示とは、誰にどの様な内容の開示を想定されているのか。 

→ 個々のカルテや個人情報の開示を指している。 

 

○ カルテ開示は誰から求められるのか。 

→ 保険会社や交通事故等、ご本人やご家族など、開示請求の規程に基づいて依頼がある。 

 

○ 近年、医療の技術開発にビックデータが活用される。その際、個々の医療情報を匿名でビックデー 

タとして医療研究や研究機関に提供することも許されるのか。 

→ 研究に用いるビックデータは行政等でも取組に活用される場合がある。その際、個人が特定出来な 

いように処理をしたうえで提供している。また、正しく運用されるかについては院内で検討した上で 

可否を判断している。 

 

○ ビックデータとしての開示も医療情報の開示に含まれるのか。 

→ 医療情報の開示に含まれている。 

 

○ 倫理方針の案の冒頭には、「患者さん及びこども患者さんの権利に基づき」と記載されているが、 

各項目では「患者さん」になっている。この「患者さん」には「こども患者さん」も含まれるのか。 

ひとつの文章の中で「患者さん」が指す範囲が変わるのは分かりにくいのではないか。 

→ 「患者さんの権利」と「こども患者さんの権利」は既に作成されたものがあり、その２つの権利に 

基づいて倫理方針を定めている。倫理方針の各項目の「患者さん」は、「こども患者さん」も含まれ 
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るものとご理解いただきたい。 

 

○ 自分で判断できない小さい子どもの場合、代わりに保護者が対応して、子どもの権利を代行してい 

るような状態になるが、本当に子どもの権利を侵害していないかという葛藤があったときに、きちん 

と子ども自身の権利を守るという内容になっているのか。 

→ 「患者さん及びこども患者さんの権利」に基づき倫理方針を定めており、子ども自身の権利を守る 

という内容も含まれている。 

→ 以前は子どもの病状説明は保護者が納得すれば良いとされていたが、最近では、ある程度言葉を理 

解できる年齢の子どもについては、診療行為について本人にしっかり説明するようにしている。 

→ 当院では輸血について宗教的な問題もあって大人の考えが子どもの権利及び倫理をどのようにし 

ていくかを検討している。 

→ 「こども患者さんの権利」ができてから、様々な場面で意識して対応している。手術の説明も、手 

術を受ける子ども本人に対し人形などを作って丁寧に行うことで、子どもさんが安心して、スムーズ 

に手術室に入れるようにしている。 

 

○ 倫理方針に十分な情報提供と説明をすると定められているが、昔はがんの告知と精神病についての 

説明は例外とされていた。今は患者さんには全て説明するのか。 

→ 基本的に患者さんには真実をご説明する。 

  

○ この件に関して、承認ということでよろしいか。→承認 

 

⑵ 令和８年度の市立病院の稼働病床数について 

資料に基づき、事務局から報告。 

○ 社会情勢を考えると、病床数の見直しは行うべきだと思うが、パンデミックなど爆発的な感染が広 

がった場合に対しての対応は別に検討していくのか。 

→ 感染症医療については、政策医療としてこれまでから担ってきており、市立病院の使命として続け 

ていきたいと考えている。なお、今回の病床数の見直しは感染症の病床数に変更はない。また、京都 

府とは感染症法に基づく医療措置協定を締結している。 

 

○ 感染症や大規模災害等の対応について、これまで政策医療として市立病院が担ってきた。京都府と 

して、政策医療の特殊な病床については、一般の病床とは別に、特別な扱いにはしてもらえないのか。 

→ 京都府の病床に対する考え方について今回、直接意見交換をしてはいないが、公立病院として京都 

市、京都府と連携を行い、政策医療に対応していく必要がある。 

 

○ 一般企業であれば人が足りない部分を DX や AI を活用して補っているが、病院はどうか。 

→ 効率的に職員が働くためには DX の力を借りる必要がある。退院サマリの作成に AIを活用している 

事例もあり、医師の働き方改革に繋がる。予算の都合もあるが、取り入れられるものについては取り 

入れていきたい。なお、市立病院でも DX の取組として、１１月からチームコンパスというシステム 

を導入しており、これにより看護の質の向上、看護師の働き方改革に繋がることが期待できる。 

 

○ 目標稼働率は 89％だが、現在の診療報酬制度の中で赤字、黒字の損益分岐点は何パーセントにな 

るのか教えてほしい。 

→ 現行の中期計画策定時は 89％で収支均衡を見込んでいた。しかし、その後の診療報酬改定におい 

 て想定よりも上げ幅が抑制されたことや急激な円安による物価高などの影響もあり、現状のままでは 

 稼働率 100％としても収入を支出が上回る赤字となる。 

 

○ 今回、稼働率８９．５％を目指して、一般病床の稼働病床数を４２１床に変更するということだが、 

病床数を減らすだけではなく、病床数に合わせた人員の削減も実施しなければ効果がない。病床を減 
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らすことは簡単だが、人を減らすことは難しい問題である。病床数に付随して、人件費、経費等を下 

げた場合、収支はどのくらい改善されるのか。 

→ 病棟の数が減ると、病棟に配置している人員分の人件費が削減できる。看護師が１つの病棟で３０ 

人とすると、事業主負担込みで一人７００万円と仮定して２億１，０００万円の支出が削減される。 

また、それとは別に、他の同規模病院と比較して医師が多いため、医局と調整して医師の数も減らし 

ていく。入院患者数はそのままの数を想定しているため、収入は減らない想定。 

 

○ ８９．５％じゃなく９５％を目指すとして病床を削減した場合、どれくらい収支改善ができるのか、 

他の案も持っておくといいのではないか。病床削減に合わせて人員削減を行った場合、これまでと同 

じ数の患者を診ることができるのか。 

  → 今まで患者数、病床数、人員構成がアンバランスであったため、患者数に合わせた病床数にし、標 

準的な人員構成とし、生産性を上げていきたいと考えている。今回はその第一ステップとなる。 

 

○ 病床数をただ減らすということではなく、今の患者数に合わせた効率の良い体制にするための取組 

の一環ということで理解した。 

→ 今後、この病院に求められる必要な機能は何かということを念頭に、診療科の編成や統合も視野に 

入れて検討していく。 

 

○ 他府県では民間病院との連携している話も聞くが、そういったことは考えられないのか。 

→ 現在、市立病院の在り方検討の中で、コンサル会社から民間病院や公的病院にもインタビューを行 

っているところ。他病院との連携や役割分担について考えていきたい。 

 

○ 大学病院などの大きな病院がどのような症例を対応するかなど、動向を見ることが今後の患者獲得 

には重要だと思う。 

→ 現在、コンサル会社の方でいろいろと検討を行っているところではあるが、市立病院としても、他 

病院で公開されているデータや DPC データを基に動きを分析している。また、人員削減ありきではな 

く、どのような分野に行きたいかを選んでもらえるような環境を作っていきたい。次の過程に進みた 

いと思っている人に、新しい場所に異動してもらうのもひとつ。そういったことを明示して、スタッ 

フに情報提供していくことが重要だと思っている。 

 

○ コンサルが作成する改革案の骨子をもって、今後審議会で議論されると思うが、病院の意見も反映 

された納得のいく改革案になるよう、市としっかり連携して進めていくべきである。 

  → 当院の思いも反映された改革案になるよう、市と調整していきたいと思う。 

 

○ この件に関して、承認ということでよろしいか。→承認 

 

３ 報告事項 

⑶ 月次収支報告（９月まで） 

資料に基づき、事務局から報告。 

○ 非常に厳しい状況であり、資金繰りの確保ができるかどうかが最も重要。年間 20 億円の赤字が見 

込まれる中、銀行からの借入れ枠が 30億円、京都市から 20億円の短期貸付があり、合計 50 億円の 

資金調達の目途がある。２年半はなんとか資金を回すことができると考えて良いか。債務超過になる 

ようであれば、銀行から貸してもらえなくなるリスクもあり得る。 

→ 令和８年３月末の銀行からの短期借入残高は 17 億円を想定しており、今年度借りた借入金を今年 

度中に返済することが今後の貸付の絶対条件であるため、３月末に 17 億円を返済しなければならな 

い。しかしながら、年度末の預金残高が約５億円の見込みであるため、このままでは市立病院が自力 

で銀行への年度内返済ができない状況。また京都市からの 20億円の借入についても短期貸付であり、 

これも返済する必要があるため、返済原資の確保をどうするか、京都市と調整していく必要がある。 
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 ⑷ 令和７年度 市立病院機構の収支改善策の上半期取組状況について 

資料に基づき、事務局から報告。 

   

⑸ 京都市医療施設審議会について（京北病院の在り方検討） 

  資料に基づき、事務局から報告。 

 ○ 病院の急性期の機能を全て地域急性期にするというのは、地域包括ケア病棟のまま、それを拡張す 

るということか。それとも地域包括医療病棟に変えるということか。 

また、他の施設と役割が重なるため、老人保健施設を廃止されるとのことだが、この地域に特養が 

２か所あったと思うが、機能がまったく別のもの。今の京北の老健施設に入っている人がどこに行く 

のか、特養が空かないと帰る場所がないということになるかもしれない。これが本当に京北の発展に 

なるかどうかはしっかりと精査しなければならない。 

 → 報告書の時点では、京北病院の入院機能を全て地域急性期にするとしていたが、その後、診療報酬 

改定に伴う地域急性期の施設基準の内容が厳しくなり、要件を満たすことができない状況になった。 

京北地域の現状や今後のことも考慮した検討が必要という意見は審議会の場でも出ている。現状は 

急性期として運用している。 

 → オンライン診療も良いシステムであるがニーズについて精査していく必要がある。 

 

⑹ 京都市立病院へのご寄付について 

  資料に基づき、事務局から報告。 

 

３ その他 

  なし 

 

４ 閉会 


